大阪府の防災拠点について（概要）
	項　　　　目
	内　　　　容
	課題等に対する今後の方向

	防災拠点のあり方

	□基本理念
	資料④-1P2　　
	· 災害等発生時には、知事をトップとする指揮命令系統のもと、各防災拠点を運用し災害対策を実施。
· 府は広域的自治体として、広域的に求められる対策の処理及び関係機関との総合調整を実施。
なお、市町村は基礎的自治体として、住民の生命・身体・財産を保護するための直接的対策を実施。
	■平成23年度中
・地域防災計画見直しの中で、新たに防災拠点のあり方（基本理念・定義・デュアル化）について位置付け
■平成24年度秋頃
・司令塔の運用についてマニュアルを整備

	
	□防災拠点の定義
	資料④-1P2～11
	· 災害対策上、極めて重要な機能を発揮する、人的・物的な集合体であり、「司令塔機能」、「現地司令塔機能」、「物資等の備蓄・集積及び輸送基地」、「消防・警察・自衛隊等の応援部隊の集結地」、「医療救護を行う災害拠点病院」などに区分。
	

	
	□災害・危機事象による運用

	資料④-1P13～15

	□ケース１【大手前、咲洲：使用可】
○自然災害系
・従来想定の災害
地震、台風、大雨、高潮、洪水、土砂災害
○危機事象系
・海上災害、航空災害、鉄道災害（例：JR福知山線事故）、危険物等災害、高層建築物、地下街及び市街地災害、林野災害、原子力災害、石油コンビナート災害、感染症（例：新型インフルエンザ、鳥インフルエンザ、口蹄疫など）、その他危機事象
	

	
	
	
	□ケース２【大手前：可、咲洲：不可】
○自然災害系
・東南海・南海、3連動地震等
・スーパー高潮
○危機事象系
・武力攻撃、大規模テロ（咲洲）など
	

	
	
	
	□ケース３【咲洲：可、大手前：不可】
○自然災害系
・想定を超える内陸地震（上町断層帯地震）
○危機事象系
・武力攻撃、大規模テロ（大手前）など
	■平成23年度中
【大手前、咲洲：使用不可】のケースを検討。
・中部広域防災拠点（八尾市）、府民センター等の使用を検討。
・併せて、出先事務所の自家発電増強、食糧・飲料水備蓄、生活用水の確保を検討。
■平成24年度～
・上記の調査検討結果を受けて、順次整備していく

	
	· 中枢的防災拠点のデュアル化
	資料④-1P16
	□絶対に安全な場所はないので、司令塔機能が損なわれるリスク回避するため、指令塔機能を立ち上げる体制は常に2つの場所（大手前・咲洲）に、同等の施設、設備、72時間までの災害対策本部運営に最低限必要な人員をダブルで持つ（メイン・サブを区別しない）。
	■平成23年度中
・大手前・咲洲にどの部署を配置するかを検討。（特に、発災の初動期に必要な救命救急や緊急交通路の確保を担当する危機管理、都市整備や災害医療の部門の配置）
■平成24年秋頃
・25年4月運用開始に向けて、庁内調整
　及び組織配置計画

	
	· 
	
	□大手前・咲洲に本格的な災害対策本部機能を持つ新たな「防災センター」を、平成25年4月整備予定。
	■平成23年度中
・大手前・咲洲間の情報通信（防災無線、衛星無線）、ネットワーク回線の2重化検討
・GPS沖合波浪計の情報活用を導入に向けて検討。
■平成24年度末
・大手前・咲洲間の情報通信（防災無線、衛星無線）、ネットワーク回線の2重化整備。
■平成24年度以降
・GPS沖合波浪計導入整備

	
	
	
	□災害・危機事象時に機能させる司令塔は一つであり、混乱を招かないようにいずれの拠点を稼働させるかについて、予め明快なルールを決めておく。
	■平成24年秋頃
・ケース２の場合は大手前、ケース３の場合は咲洲。
両方使用可能なケース１の場合のルールを検討し、25年4月から運用

	
	
	
	□勤務時間外においても、デュアル化による最低限の司令塔機能を立ち上げる体制を確保する。その後、司令塔となる場所で時間に応じて、順次必要人員を確保。
	■平成23年度中
・新たに咲洲に配置する待機公舎及びその要員について検討。
■平成24年度中
・待機公舎及びその要員を決定し体制整備

	被害想定
ＢＣＰ
	□ハザードの検討
	資料④-1P19～21、27～30、41、42
	□上町断層帯地震等は平成19年3月に策定した「大阪府地震被害想定」に基づく。
	■平成24年夏以降
・中央防災会議で東海・東南海・南海地震について新たな知見が出れば（平成24年夏頃予定）、関西広域連合・構成府県と共同した被害想定（市町村単位）を実施し被害想定を見直す。
・併せて液状化や津波による土砂移動についても検討を行う。

	
	
	
	□東海・東南海及び南海地震は平成19年3月に策定した「大阪府地震被害想定」に基づく東南海・南海地震を準用。津波は東南海・南海地震の津浪高の2倍と仮定。
	

	
	□大手前・咲洲へのアクセスの確保

	資料④-1P22～23、34
	□淀川の内環状線豊里大橋・大阪高槻京都線長柄橋は工事中、新御堂筋線新淀川大橋はＨ23着手、Ｒ176新十三大橋は設計中。大和川の大阪臨海線は設計中。淀川以北・大和川以南は迂回等の影響で参集率を50％低減。
□夢舞トンネルルートの此花大橋（（工事中）H26完成予定）、常吉大橋（引き続き実施予定）が耐震未補強。夢舞トンネルルートは此花大橋が耐震補強完了後、参集ルートとする。
□淀川のR2淀川大橋・R43新伝法大橋、大和川のR26大和川大橋は桁が想定される津波より低い。淀川以北・大和川以南は迂回等の影響で参集率を50％低減。
	■平成23年度～随時
・防災拠点（大手前・咲洲）へのアクセスの確保について、一定のリスクのもとでチェックしたが、最悪の事態も想定し、順次、アクセスの強化を図っていく。

	
	□咲洲の想定外津波時の道路啓開
	資料④-1P32
	□自衛隊・関西広域連合・大阪市・大阪府が共同で咲洲～南港北出入口間道路啓開を実施
□阪神高速は「災害時等における相互協力協定」に基づき緊急車両の通行可。
	■平成23年度中
・3日目～5日目の間で道路啓開が実施できるよう関係者間で協議。
・併せて、津波時の車両移動等について阪神高速と協議。
■平成24年度中
・道路啓開や阪神高速の通行について、関係者間で、災害時の通行計画を作成。

	
	□大手前・咲洲の想定外津波時のライフライン
	資料④-1P31
	□大手前は浸水しないが、変電所が浸水エリアに入っているので、浸水すれば電気の復旧まで月単位かかる。
□咲洲は変電所が浸水エリアに入っているので、浸水すれば電気の復旧まで月単位かかる。
□咲洲はその他のライフラインも浸水エリアに入っているので、電気系統が浸水すれば復旧まで時間がかかる。
	■平成23年度中
・自家発電増強、食糧・飲料水、生活用水、ＩＴ環境を調査検討。
■平成24年度～
・上記の調査検討結果を受けて、順次整備していく
・併せて、防災拠点（大手前・咲洲）のライフラインについて、最悪の事態も想定し、関係機関に対応を要請。


	
	□ＢＣＰによる必要人数・主な災害応急対
	資料④-2
	□勤務時間外に発災した場合は、デュアル化による最低限の司令塔機能を立ち上げる体制を確保し、その後、司令塔となる場所で、時間に応じて順次必要人員を確保。
□勤務時間内に発災した場合は、司令塔となる場所の最低限の運営人員が対応し、その後必要に応じて司令塔となる場所に職員が順次移動し、災害対策業務を実施。
□併せて、出先機関では約4700名の職員が同時に活動。
	■平成23年度中
・図上と実働を連動させた実践的な地震災害対策訓練を年数回実施。
■平成24年秋頃
・事象毎に、どのように運営するかのマニュアル作成
■平成25年4月～
・様々な災害・危機事象を想定し、大手前・咲洲の防災センターの何れかを司令塔としデュアル化による運用訓練を実施。

	
	□勤務時間外におけるＢＣＰ算定の前提条件
	資料④-1P24
	□阪神・淡路大震災の事例を参考に参集不能や遅延に係る条件を設定。
・居住地による職員数（待機公舎居住職員15名含む）
・職員・家族の被災等による参集逓減率⇒ ４７％
・参集途上の障害（火災や落橋等）などによる
参集逓減率 ⇒ ５０％
・参集速度　自転車：８Ｋｍ／ｈ
□職員の住所に着目した職員参集
緊急防災推進員は、府民センタービル、市町村等に参集し、参集途上、施設及び周辺の被害把握、広域応援部隊の受入準備、市町村からの支援要請の情報収集等を実施。（計440名）
	■平成23年度～
・人事異動等の時期に毎年チェックを行っていく。
■平成23年度～
・火災、浸水、橋梁・道路などの崩壊等最悪の事態を想定して、参集の前提条件を毎年BCPチェックをする毎に、最新の知見で見直していく。


資料　③








1

